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改 正 案 現  行 

○略語等及びその定義一覧表 

漁協取引約定書等 （略） （略） 

保護法ガイドライン 個人情報の保護に関する法律について

のガイドライン（通則編）（平成28年

11月30日個人情報保護委員会告示第６

号）、個人情報の保護に関する法律に

ついてのガイドライン（外国にある第

三者への提供編）（平成28年11月30日

個人情報保護委員会告示第７号）、個

人情報の保護に関する法律についての

ガイドライン（第三者提供時の確認・

記録義務編）（平成28年11月30日個人

情報保護委員会告示第８号）及び個人

情報の保護に関する法律についてのガ

イドライン（仮名加工情報・匿名加工

情報編）（平成28年11月30日個人情報

保護委員会告示第９号） 

（略） 

金融分野ガイドライ

ン 

（略） （略） 

 

【本編】 

Ⅱ－３－２－３ 利用者等に関する情報管理態勢 

 

○略語等及びその定義一覧表 

漁協取引約定書等 （略） （略） 

保護法ガイドライン 個人情報の保護に関する法律について

のガイドライン（通則編）（平成28年

11月30日個人情報保護委員会告示第６

号）、個人情報の保護に関する法律に

ついてのガイドライン（外国にある第

三者への提供編）（平成28年11月30日

個人情報保護委員会告示第７号）、個

人情報の保護に関する法律についての

ガイドライン（第三者提供時の確認・

記録義務編）（平成28年11月30日個人

情報保護委員会告示第８号）及び個人

情報の保護に関する法律についてのガ

イドライン（匿名加工情報編）（平成

28年11月30日個人情報保護委員会告示

第９号） 

（略） 

金融分野ガイドライ

ン 

（略） （略） 

 

【本編】 

Ⅱ－３－２－３ 利用者等に関する情報管理態勢 
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改 正 案 現  行 

Ⅱ－３－２－３－１ 意義 

 

利用者に関する情報は金融取引の基礎をなすものである。したがって、そ

の適切な管理が確保されることが極めて重要であり、組合は、その業務に関

して取得した利用者に関する情報の適正な取扱いを確保するための措置を講

じなければならないとされている（水協法第 11条の 12 第２項）。 

特に、個人である利用者に関する情報については、信用事業命令、個人情

報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号。以下「個人情報保護法」と

いう。）、個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン（通則編）

（平成28年 11月 30日個人情報保護委員会告示第６号）、個人情報の保護に

関する法律についてのガイドライン（外国にある第三者への提供編）（平成

28 年 11 月 30 日個人情報保護委員会告示第７号）、個人情報の保護に関する

法律についてのガイドライン（第三者提供時の確認・記録義務編）（平成 28

年 11 月 30 日個人情報保護委員会告示第８号）及び個人情報の保護に関する

法律についてのガイドライン（仮名加工情報・匿名加工情報編）（平成28年

11 月 30 日個人情報保護委員会告示第９号）（以下、合わせて「保護法ガイ

ドライン」という。）並びに金融分野における個人情報保護に関するガイド

ライン（平成 29 年２月 28 日個人情報保護委員会・金融庁告示第１号。以下

「金融分野ガイドライン」という。）及び金融分野における個人情報保護に

関するガイドラインの安全管理措置等についての実務指針（平成 29 年２月

28 日個人情報保護委員会・金融庁告示第２号。以下「実務指針」という。）

の規定に基づく適切な取扱いが確保される必要がある。 

また、クレジットカード情報（カード番号、有効期限等）を含む個人情報

Ⅱ－３－２－３－１ 意義 

 

利用者に関する情報は金融取引の基礎をなすものである。したがって、そ

の適切な管理が確保されることが極めて重要であり、組合は、その業務に関

して取得した利用者に関する情報の適正な取扱いを確保するための措置を講

じなければならないとされている（水協法第 11条の 12 第２項）。 

特に、個人である利用者に関する情報については、信用事業命令、個人情

報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号）、個人情報の保護に関する

法律についてのガイドライン（通則編）（平成 28 年 11 月 30 日個人情報保

護委員会告示第６号）、個人情報の保護に関する法律についてのガイドライ

ン（外国にある第三者への提供編）（平成 28 年 11 月 30 日個人情報保護委

員会告示第７号）、個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン

（第三者提供時の確認・記録義務編）（平成 28 年 11 月 30 日個人情報保護

委員会告示第８号）及び個人情報の保護に関する法律についてのガイドライ

ン（匿名加工情報編）（平成 28 年 11 月 30 日個人情報保護委員会告示第９

号）（以下、合わせて「保護法ガイドライン」という。）並びに金融分野に

おける個人情報保護に関するガイドライン（平成 29 年２月 28 日個人情報保

護委員会・金融庁告示第１号。以下「金融分野ガイドライン」という。）及

び金融分野における個人情報保護に関するガイドラインの安全管理措置等に

ついての実務指針（平成 29 年２月 28 日個人情報保護委員会・金融庁告示第

２号。以下「実務指針」という。）の規定に基づく適切な取扱いが確保され

る必要がある。 

また、クレジットカード情報（カード番号、有効期限等）を含む個人情報
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改 正 案 現  行 

（以下「クレジットカード情報等」という。）は、情報が漏えいした場合、

不正使用によるなりすまし購入など二次被害が発生する可能性が高いことか

ら、厳格な管理が求められる。 

さらに、組合は、法人関係情報（金融商品取引業等に関する内閣府令（平

成19年内閣府令第52号）第１条第４項第14号に規定する「法人関係情報」

をいう。以下同じ。）を入手し得る立場であることから、その厳格な管理

と、インサイダー取引等の不公正な取引の防止が求められる。 

以上を踏まえ、組合は、利用者に関する情報及び法人関係情報（以下「利

用者等に関する情報」という。）を適切に管理し得る態勢を確立することが

重要である。 

 

Ⅱ－３－２－３－２ 主な着眼点 

 

（１） （略） 

 

（２）個人利用者に関する情報管理 

① 個人である利用者に関する情報については、信用事業命令第 12 条 

の２に基づき、その安全管理及び従業者の監督について、当該情報の

漏えい、滅失又は毀損の防止を図るために必要かつ適切な措置として

以下の措置が講じられているか。 

イ．・ロ． （略） 

②・③ （略） 

④ 個人データの第三者提供に関して、金融分野ガイドライン第 12 条 

（以下「クレジットカード情報等」という。）は、情報が漏えいした場合、

不正使用によるなりすまし購入など二次被害が発生する可能性が高いことか

ら、厳格な管理が求められる。 

さらに、組合は、法人関係情報（金融商品取引業等に関する内閣府令第１

条第４項第 14 号に規定する「法人関係情報」をいう。以下同じ。）を入手

し得る立場であることから、その厳格な管理と、インサイダー取引等の不公

正な取引の防止が求められる。 

以上を踏まえ、組合は、利用者に関する情報及び法人関係情報（以下「利

用者等に関する情報」という。）を適切に管理し得る態勢を確立することが

重要である。 

 

Ⅱ－３－２－３－２ 主な着眼点 

 

（１） （略） 

 

（２）個人利用者に関する情報管理 

① 個人である利用者に関する情報については、信用事業命令第 12 条 

の２に基づき、その安全管理及び従業者の監督について、当該情報の

漏えい、滅失又はき損の防止を図るために必要かつ適切な措置として

以下の措置が講じられているか。 

イ．・ロ． （略） 

②・③ （略） 

④ 個人データの第三者提供に関して、金融分野ガイドライン第 11 条 
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改 正 案 現  行 

等を遵守するための措置が講じられているか。特に、その業務の性質

や方法に応じて、以下の点にも留意しつつ、個人である利用者から適

切な同意の取得が図られているか。 

イ．～ニ． （略） 

 

（３） （略） 

 

Ⅱ－３－２－３－３ 監督手法・対応 

 

検査結果、個人情報等漏えい等報告書等により、利用者等に関する情報管

理態勢に問題があると認められる場合には、必要に応じ、水協法第 122 条に

基づき報告を求め、重大な問題があると認められる場合には、水協法第 123

条の２に基づき業務改善命令の発出を検討するものとする。 

（注） （略） 

 

Ⅱ－３－２－４－２ 主な着眼点 

 

（１）利用者保護の観点から以下の態勢整備（委託契約等において外部委託

先に対して態勢整備を求めることを含む。）が図られているか。  

    ①～③ （略） 

    ④ 個人である利用者に関する情報の取扱いを委託する場合には、信用

事業命令第 12 条の２に基づき、その委託先の監督について、当該情

報の漏えい、滅失又は毀損の防止を図るために必要かつ適切な措置と

等を遵守するための措置が講じられているか。特に、その業務の性質

や方法に応じて、以下の点にも留意しつつ、個人である利用者から適

切な同意の取得が図られているか。 

イ．～ニ． （略） 

 

（３） （略） 

 

Ⅱ－３－２－３－３ 監督手法・対応 

 

検査結果、個人情報等漏えい報告書等により、利用者等に関する情報管理

態勢に問題があると認められる場合には、必要に応じ、水協法第 122 条に基

づき報告を求め、重大な問題があると認められる場合には、水協法第 123 条

の２に基づき業務改善命令の発出を検討するものとする。 

（注） （略） 

 

Ⅱ－３－２－４－２ 主な着眼点 

 

（１）利用者保護の観点から以下の態勢整備（委託契約等において外部委託

先に対して態勢整備を求めることを含む。）が図られているか。  

    ①～③ （略） 

    ④ 個人である利用者に関する情報の取扱いを委託する場合には、信用

事業命令第 12 条の２に基づき、その委託先の監督について、当該情

報の漏えい、滅失又はき損の防止を図るために必要かつ適切な措置と
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改 正 案 現  行 

して以下の措置が講じられているか。 

      イ．・ロ． （略） 

    ⑤～⑨ （略） 

 

（２） （略） 

 

Ⅱ－３－２－４－３ 監督手法・対応 

 

（１）組合の管理態勢に問題が認められる場合 

     検査結果、個人情報等漏えい等報告書等により、組合の事務の外部委

託に係る内部管理態勢に問題があると認められる場合には、必要に応

じ、水協法第 122 条に基づき報告を求め、重大な問題があると認められ

る場合には、水協法第 123 条の２に基づき業務改善命令の発出を検討す

るものとする。 

 

（２）外部委託先の業務運営態勢等に問題が認められる場合 

    ① 組合に対する対応 

       検査結果等により外部委託先の業務運営態勢に問題があると認めら

れる場合や、個人情報等漏えい等報告書等により外部委託先において

不適切な業務運営が行われていると思料される場合には、先ずは委託

者である組合を通じて、事実関係等（当該組合の管理態勢等を含

む。）の把握等に努めることを基本とすることとする。この場合にお

いても、当該組合に対しては、必要に応じ、水協法第 122 条に基づき

して以下の措置が講じられているか。 

      イ．・ロ． （略） 

    ⑤～⑨ （略） 

 

（２） （略） 

 

Ⅱ－３－２－４－３ 監督手法・対応 

 

（１）組合の管理態勢に問題が認められる場合 

     検査結果、個人情報等漏えい報告書等により、組合の事務の外部委託

に係る内部管理態勢に問題があると認められる場合には、必要に応じ、

水協法第 122 条に基づき報告を求め、重大な問題があると認められる場

合には、水協法第 123 条の２に基づき業務改善命令の発出を検討するも

のとする。 

 

（２）外部委託先の業務運営態勢等に問題が認められる場合 

    ① 組合に対する対応 

       検査結果等により外部委託先の業務運営態勢に問題があると認めら

れる場合や、個人情報等漏えい報告書等により外部委託先において不

適切な業務運営が行われていると思料される場合には、先ずは委託者

である組合を通じて、事実関係等（当該組合の管理態勢等を含む。）

の把握等に努めることを基本とすることとする。この場合において

も、当該組合に対しては、必要に応じ、水協法第 122 条に基づき報告
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報告を求め、重大な問題があると認められる場合には、水協法第 123

条の２に基づき業務改善命令の発出を検討するものとする。ただし、

事案の緊急性や重大性等を踏まえ、以下②の対応を並行して行うこと

を妨げるものではない。 

    ② （略） 

（注） （略） 

 

Ⅱ－３－２－６－２－２ 主な着眼点 

組合が、苦情等対処に関する内部管理態勢を整備するに当たり、業務の規

模・特性に応じて、適切かつ実効性ある態勢を整備しているかを検証する。

その際、機械的・画一的な運用に陥らないよう配慮しつつ、例えば、以下の

点に留意することとする。 

特に、与信取引及び貯金・リスク商品等の苦情等対処の検証に当たって

は、苦情等対処が説明態勢を補完するものであることに留意し、必要に応

じ、Ⅱ－３－２－１－２、Ⅱ－３－２－５－２を参照する。 

 

（１）・（２） （略） 

 

（３）苦情等対処の実施態勢 

  ①～④ （略） 

  ⑤ 苦情等対処に当たっては、個人情報について、個人情報保護法その

他の法令、保護法ガイドライン及び金融分野ガイドラインに沿った適

切な取扱いを確保するための態勢を整備しているか（Ⅱ－３－２－３

を求め、重大な問題があると認められる場合には、水協法第 123 条の

２に基づき業務改善命令の発出を検討するものとする。ただし、事案

の緊急性や重大性等を踏まえ、以下②の対応を並行して行うことを妨

げるものではない。 

    ② （略） 

（注） （略） 

 

Ⅱ－３－２－６－２－２ 主な着眼点 

組合が、苦情等対処に関する内部管理態勢を整備するに当たり、業務の規

模・特性に応じて、適切かつ実効性ある態勢を整備しているかを検証する。

その際、機械的・画一的な運用に陥らないよう配慮しつつ、例えば、以下の

点に留意することとする。 

特に、与信取引及び貯金・リスク商品等の苦情等対処の検証に当たって

は、苦情等対処が説明態勢を補完するものであることに留意し、必要に応

じ、Ⅱ－３－２－１－２、Ⅱ－３－２－５－２を参照する。 

 

（１）・（２） （略） 

 

（３）苦情等対処の実施態勢 

  ①～④ （略） 

  ⑤ 苦情等対処に当たっては、個人情報について、個人情報の保護に関

する法律その他の法令、保護法ガイドライン及び金融分野ガイドライ

ンに沿った適切な取扱いを確保するための態勢を整備しているか（Ⅱ
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参照）。 

  ⑥・⑦ （略） 

 

（４）～（６） （略） 

 

Ⅴ－３ システムリスク 

 

Ⅴ－３－２ 主な着眼点 

 

（１） （略） 

 

（２）情報セキュリティ管理 

①～⑪ （略） 

⑫ 特定信用事業電子決済等代行業に関して取得した個人データの第三

者提供を行う場合には、金融分野ガイドライン第 12 条等を遵守する

ための措置が講じられているか。特に、その業務の性質や方法に応じ

て、以下の点にも留意しつつ、個人である利用者から適切な同意の取

得が図られているか。 

イ．～ハ． （略） 

 

（３）～（５） （略） 

 

Ⅴ－３－３ 監督手法・対応 

－３－２－３参照）。 

  ⑥・⑦ （略） 

 

（４）～（６） （略） 

 

Ⅴ－３ システムリスク 

 

Ⅴ－３－２ 主な着眼点 

 

（１） （略） 

 

（２）情報セキュリティ管理 

①～⑪ （略） 

⑫ 特定信用事業電子決済等代行業に関して取得した個人データの第三

者提供を行う場合には、金融分野ガイドライン第 11 条等を遵守する

ための措置が講じられているか。特に、その業務の性質や方法に応じ

て、以下の点にも留意しつつ、個人である利用者から適切な同意の取

得が図られているか。 

イ．～ハ． （略） 

 

（３）～（５） （略） 

 

Ⅴ－３－３ 監督手法・対応 
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改 正 案 現  行 

 

（１） （略） 

 

（２）不正送金、誤送金、情報漏えい等 

特権 ID の悪用による不正送金やシステムのプログラムミスによる誤 

送金等の利用者や経営に重大な影響がある問題を認識後、30 日以内にそ

の事実を特定信用事業電子決済等代行業者の監督部局宛てに報告を求

め、重大な問題があると認められる場合には、準用銀行法第 52 条の 61

の16に基づき業務改善命令を発出するものとする（個人である利用者に

関する情報の漏えいに関するものについては、水協法に基づく対応の

他、個人情報保護法における事業所管大臣への権限委任の状況に従い、

必要な措置を執る場合があることに留意するものとする。）。 

 

 

（３） （略） 

 

 

（１） （略） 

 

（２）不正送金、誤送金、情報漏えい等 

特権 ID の悪用による不正送金やシステムのプログラムミスによる誤 

送金等の利用者や経営に重大な影響がある問題を認識後、30日以内にそ

の事実を特定信用事業電子決済等代行業者の監督部局宛てに報告を求

め、重大な問題があると認められる場合には、準用銀行法第 52 条の 61

の 16 に基づき業務改善命令を発出するものとする（個人である利用者

に関する情報の漏えいに関するものについては、水協法に基づく対応の

他、個人情報の保護に関する法律における事業所管大臣への権限委任の

状況に従い、必要な措置を執る場合があることに留意するものとす

る。）。 

 

（３） （略） 

 

 附 則 

この通知の改正は、令和４年４月１日から適用する。 


